
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

平成２２年 ６月 ９日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）： 
 スロバキアなど多くのヨーロッパ諸国における環境規制の一つである傘伐伐採による天然更
新問題を隣接空間制約問題として定式化し、最適化モデルの構築により規制の評価を行った。
その結果、伐採の組み合わせを時空間的に変化させることにより、規制の影響を軽減できるこ
とが分かった。また、個別分散林分の集約化に対する最適モデルも開発し、その応用として暴
風害防止規制による伐採方向の保持について最適伐採計画を探求できるモデルを開発した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 As one of the environmental requirements in European nations, we have formulated 
strip shelterwood management for natural regeneration in terms of spatially constrained 
harvest scheduling, and constructed the 0-1 integer programming model to resolve it.  Our 
experiments showed that by reallocating harvesting strips over space and time subject to 
spatial requirements, we could reduce an impact of introducing the strip shelterwood 
management scheme.  We have also constructed an optimization model to deal with 
aggregating individual forest stands spread over by different ownership, then applied the 
proposed model for an optimization problem subject to windstorm protection requirements, 
which demands harvesting toward the direction against wind. 
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１．研究開始当初の背景 
 環境問題のグローバル化に伴い、国家レベ

ルにおいて様々な政策が打ち出されている。

森林資源に対する政策についても、木材輸出

国、輸入国など各国の資源的及び経済的特質

などの違いにより、森林資源管理に関する政

策への対応も様々である。従って、地球規模

での環境問題に対する国家レベルの対応と同

時に、地域においては、その物理的・経済的

あるいは地域社会的特質を反映した地域主導

の地域森林資源管理モデルが必要不可欠とな

る。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、国家レベルの環境問題に対す

る森林資源管理政策について、スロバキアの

事例を用いつつ、森林資源政策に対する地域

レベルでの森林資源管理モデルを構築し、国

家レベルあるいは広域での地域レベルの森林

資源管理政策について評価を行い、国家レベ

ルでの森林政策目標達成下における地域レベ

ルでの最適地域森林資源管理を探求する。ま

た、モデル構築の基礎をなす状態空間モデル

および多変量統計モデルのパラメータ推定方

法なども開発する。 

 
３．研究の方法 
 
(1) スロバキアの傘伐による伐採計画 
 広域な伐採地の出現を回避するため，隣接
林分の同時期伐採を規制する問題があるが、
隣接構造には、境界線を共有するものに加え
てコーナー点を共有ものも隣接関係とみな
すムーア近傍と境界のみを共有するもの同
士のみを隣接関係とみなすノイマン近傍が
ある。本研究では空間構造をそれぞれの定義
に従い設定し、上記の規制下における傘伐に
よる天然更新の影響を評価分析する。 

このような隣接空間制約問題は基本的に
管理目的を達成するための目的関数と、管理
を規制する伐採量制約、 面積制約に加えて
隣接林分に対する同時期伐採を規制する空
間制約により定式化される。 

ここでは、目的関数は計画期間内の物理的
な収益（総伐採量）の最大化とし、伐採量制
約は各期間での伐採量を一定に近いものに
保つ。面積制約は多くて一つの施業が一つの
林分に適応されることを規制する。上記 2 つ
の制約に加えて、 隣接空間制約では隣接し
合う 2 つの林分を同時期に伐採できないこ
とを規制する。問題の解法には CPLEX ソフト

ウェアを活用し、0-1 整数計画法により最適
解を探索する。 
 
(2) スロバキア暴風害防止のための伐採計画 
 暴風害防止のための植生の空間構造は、風
向きを考慮に入れ、時期の異なる傘伐を適切
に配置することで達成することができる。す
なわち、時期の異なる傘伐を風上から風下に
向かって風が上昇して逃げるように連続し
て施される必要がある。そこで、本研究では、
各管理ユニットに対して時期の異なる傘伐
が施される「連続的」な管理ユニットの集合
をまず形成する。このように管理ユニット集
合を形成すると、第 i 番の管理ユニット集合 
の構成要素が他の管理ユニット集合の構成
要素になる場合が発生し、ユニットの重複に
よりそれらの同時選択が不可能になる。そこ
で、管理ユニット集合に対する隣接行列の要
素の重複をさけるように新たに定義し、 隣
接空間制約の応用により重複を避けた最適
解を探求する。すなわち、隣接空間制約を用
いることにより重複ユニット排除問題を定
式化し、暴風害防止を達成する最適管理ユニ
ット集合パターンを探求する。 
 
(3) 個別分散林分の集約団地化問題 
 個別分散林分の集約化による効率的な管
理体制の探求が広域的な規制の一部として
求められている。ここではその解放手段を構
築する。集約化による最適林分団地化パター
ンの探求に際し、まず候補となるパターンを
それぞれの林分を基準に生成し、候補の中か
ら最適な団地化パターンを決定するアプロ
ーチを取る。第 i林分を基準に、隣接林分を
集約して出来る林分の集合候補をハイパー
ユニット、HU、として定義する。基準となる
第 i 番林分に対し、それに直接隣接するも
のを第 1隣接群、その第 1隣接の林分に含ま
れずかつ、それらに隣接するものを基準林分
の第 2隣接群などとすると、集約される林分
群に許容される面積を U とした時、 第 i 番
基準林分を中心としたハイパーユニットを、
許容面積、U、を満たすまで順次自身の第 0
隣接群から第 1 隣接群、 第 2 隣接群と林分
を合成しながら生成する。このように、全て
の林分を基準林分としてそれに対しハイパ
ーユニットを形成すれば、ハイパーユニット
間で重複が生じる。つまり、第 i 番ハイパー
ユニット、HUi の構成要素が他のハイパーユ
ニットの構成要素になる場合重複が発生し、
それらの同時選択が不可能になる。そこで、
本研究ではハイパーユニットに対する隣接
行列の要素を定義し、隣接空間制約の応用に



より重複を避ける重複ユニット排除問題を
定式化し、林分群に許容される面積を満たし、
重複をさけることにより最適林分団地化パ
ターンを探求する。 
 
(4) 森林土地利用変化モデル及び森林炭素吸

収モデルの開発 
 本研究は、国レベルでの森林減少と森林政
策の導入における炭素吸収量の変化を予測
するため、日本における森林面積と森林蓄積
のデータから、森林土地利用変化モデル及び
森林炭素吸収モデルの開発を行う。開発する
モデルは、京都議定書の第一約束期間
（2008-2012）の 3 条 4 項林の森林経営によ
る炭素吸収量の予測に適用し、最適な炭素吸
収量を算出する。なお、分析には下記のモデ
ルを仮定する。 
森林の土地利用モデル： 

( ) ( )( ) ( ), ( )a b a
dNF t dPF tk k NF t k NF t
dt dt

= − + × = ×  

NF(t)は天然林の面積（100 万 ha）、PF(t)は
人工林の面積（100 万 ha）、-(ka+kb)は天然林
の変化率、kaは天然林から人工林への変化率。 
森林の炭素吸収モデル： 
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CSi(t)は天然林又は人工林(i)の炭素吸収量
(MgC ha-1）、a, b, c, d は各林種のパラメー
ター、rは地下部・地上部の比率。 
 さらに、開発するモデルは多目的・階層別
の地域における森林資源の管理評価が可能
であるため、国際的に森林政策の動向及び温
暖化対策に関する政策の解析を行い、今後、
持続可能な森林経営の達成に向けて導入す
るべき政策の提言を行う。政策の解析方法の
例として、2001 年の気候変動枠組条約第 7回
締約国会議（COP7）でのマラケシュ合意にお
いて、導入が不十分であると考えられる森林
定義、森林の炭素吸収量、生物多様性保全の
影響に対応する森林保全対策に関する解析
を行う。 
 
(5) 状態空間モデルに基づくノンパラメトリ

ック推定方法 
 本研究では、価格の時系列を連続時系列モ
デルで表現してその時系列特性を探ること
を可能にする連続時系列モデルに対するノ
ンパラメトリック推定方法を開発（直接にド
リフト関数 f をノンパラメトリックに推定
する方法を開発）する。f の m 階のテイラー
展開を fm とする。次に局所線形化法を適用
し、f を fm に置き換え、得られた式に対し
てカルマンフィルタのアルゴリズムを適用
する。 
 

(6) リスク関数の不偏推定量の構築 
 互いに相関がある p個の変量を成分に持つ 
目的変数ベクトルが独立に n 個観測された
とする。目的変数ベクトルの平均変動を k個
の説明変数により記述できる多変量線形回
帰モデルは、多くの応用統計学のテキストで
紹介される多変量解析の基礎となるモデル
であり、さまざまな分野でのデータ解析に用
いられている。 多変量線形回帰モデルにお
いて、未知の回帰係数行列の推定量として、
最小二乗推定量 (LSE) が良く用いられる。
LSE は簡便でかつ不偏性を持つため、 実解
析に広く用いられているが、説明変数間の相
関が高い場合、つまり変数間の多重共線性が
強い場合、推定量 の分散が大きくなる傾向
がある。このような分散の増大を押さえる縮
小推定として、リッジ推定がある。リッジ回
帰では、 リッジパラメータによって推定値
が変化するため、適切なリッジパラメータを
選ぶことが重要になる。最適なリッジパラメ
ータを選ぶ方法の一つとして、Cp 規準に代
表される情報量規準の最小化により最適な
リッジパラメータを決定する方法がある。そ
れらの情報量規準は予測の平均二乗誤差 
(Mean Square Error: MSE)に基づくリスク
関数の推定量であり、それを最小にするリッ
ジパラメータを選ぶことで、あてはめ値の予
測 MSE が小さくなることが期待できる。そ
のため、リスク関数をより精度良く推定する
ことが重要となる。本研究では、リスク関数
の不偏推定量を構築することに目的とする。
情報量規準はリスク関数を基準化した残差
平方和で推定した時のバイアスの推定量を
基準化した残差平方和に加えることにより
定義される。正確なバイアスを計算するため
に、データに正規性を仮定する。その際、当
てはめ値と基準化に用いた分散共分散行列
の推定量が独立になるという特性を利用し、
分散共分散行列の推定量がウッシャート分
布に従うことを利用すれば、正確なバイアス
を計算することができる。さらに、バイアス
を補正した Cp 規準 (MCp) でリッジパラメ
ータを最適化した場合と従来の Cp 規準で最
適化した場合で、実際の当てはめ値の予測
MSE を数値的に比較する。 
 
 
４．研究成果 
 
(1)スロバキアの傘伐による伐採計画 
 本研究では、異なる隣接構造（ムーア近傍
とノイマン近傍）により隣接関係を定義した
場合、隣接伐採を回避した傘伐計画の森林経
営からの物理的な収益への影響を評価・分析
した。ここでは，空間制約下における通常の
伐採計画の最適解を比較の対象とした。図 1
に得られた最適傘伐計画を示す。この結果、



対象とした Slovakian Forest Enterprise に
おいては、ムーア近傍による隣接関係を用い
て傘伐を導入したとき、伐採からの収益は通
常の伐採の最適解より 15%減になることが示
された。一方、ノイマン近傍により隣接関係
を把握した場合、伐採からの収益は通常の伐
採の最適解とほとんど変わらないことが示
唆された。すなわち、傘伐の導入による天然
更新規制下においても伐採の時空間的配置
の仕方により現状の物理的収益を維持でき
ることが分かった。 

No Cut

First Implementation

Second Implementation

Third Implementation

 
図 1：最適帯状伐採パターン 

 
図 2：暴風害防止のための植生空間構造 

 
(2)スロバキア暴風害防止のための伐採計画 

風向きを考慮に入れ、暴風害防止のための
植生の空間構造(図 2)を維持するためストリ
ップ伐採問題の定式化法を開発した。植生の
空間構造を維持するためには傘伐管理の空
間的連続性を考慮する必要がある。空間制約
は、これら時期の異なる傘伐が風向きに対応
した方向に施されるようにする。そのために
まず、隣接行列を用いて、各管理ユニットに
対して傘伐の連続性を維持するための管理
ユニットの集合を形成し、隣接空間制約の応
用により重複を避ける。分析結果(図 3)は、
ここで構築したモデルが傘伐の連続性を維
持しながら最適な解を探求できることを示
した。 

 
図 3：暴風害防止のための最適ストリップ伐

採パターン 

 
(3) 個別分散林分の集約団地化問題 
 森林所有者の多くが 1 ha 程度の小規模林
家である我が国では、 現在の木材価格の低
迷に対応すべく低コスト林業の達成に向け
た取り組みの一つとして、小規模な経営林分
の空間的な団地化が考案されている。本研究
では、80 年代後半に取り組まれてきた隣接林
分の同時期伐採を規制した隣接空間制約最
適化問題を応用することにより、経営林分の
最適団地化パターン問題を定式化し、解の探
求を行った。林分の団地化にはそれぞれの林
分の空間的な隣接情報が必要となるが、地理
情報システム(GIS)を用いて隣接リスト
(Adjacency List)の生成により対応した。 ま
た、定式化においては、団地化される林分群
の生成に対し新たに群の候補としてハイパ
ーユニットを定義し、その選択に対する問題
として取り扱った。それにより、ここで取り
扱う経営林分の最適団地化パターン(図 4)問
題をハイパーユニットに対する単純な隣接
空間制約最適化問題に変換することができ、
その解法にもこれまでに構築されてきたモ
デルが利用できることを示した。 
 

 
図 4：最適団地化パターン 



(4) 森林土地利用変化モデル及び森林炭素吸
収モデルの開発 

 モデルによる解析の結果、日本における天
然林の面積は年々減少し、減少している面積
の一部は人工林に変化している。減少率は
1966－1984 では 0.72％、1985-2012 では
0.17％である。また、京都議定書の 3条 4項
で定められる森林経営基準によると、日本で
炭素吸収源として認められる面積は、天然林
では約 60％、人工林では約 48％である。こ
れらの面積の森林による炭素吸収量は、温室
効果ガス削減量として認められると考える。
また、COP7 のマラケシュ合意において、我が
国における森林経営による炭素吸収量は、年
間 1,300 万トン Cが上限であると報告されて
いる。研究結果によると、我が国の森林によ
る炭素吸収量は 2,010 万トン Cであるが、マ
ラケシュ合意での基準に基づいて推計を行
うと、1,020 万トン C のみ認められるため、
1,300 万トンの 78.7％であることがわかる
（図 5）。原因として、日本における森林はあ
まり経営されていないためであると考えら
れる。今後は、森林経営の促進により、森林
の成長量を増加させる必要がある。 
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図 5：日本における森林経営による炭素吸収
量の変化（1966-2020） 

 
さらに、国レベルでの森林経営政策と炭素吸
収量及び排出量の継続的な確保を行うため、
京都議定書で採択された森林経営と森林吸
収源で認められる森林定義における不十分
である問題点の解析を行なった。結果より、
森林面積で見ると、実際に排出されている二
酸化炭素の削減ができない可能性があるこ
とがわかった。このため、適切な森林定義は、
各国にある林種で林冠、樹高、面積や樹木構
成などで設定をし直す必要があると考える。 

 

(5) 状態空間モデルに基づくノンパラメトリ
ック推定方法 

 時系列分析において様々なノンパラメト
リック推定方法が提案されている。よりシス
テマティックなアプローチとして、条件付期

待値に関するカーネル推定が知られている
が基本的には離散時系列モデルに対して開
発されたものであり、これらを直ちに連続時
系列モデルに適用することはできない。本研
究では、価格の時系列を連続時系列モデルで
表現してその時系列特性を探ることを目的
としているため、直接にドリフト関数 f をノ
ンパラメトリックに推定する方法を開発し
た。ここで提案した推定方法は、f を多項式
で近似するという発想に基づくもので、近似
式の係数を状態変数と捉えてこの状態変数
を観測されたデータから推定できる。 
 
(6) リスク関数の不偏推定量の構築 
 まず多変量リッジ回帰において、MCp 規準
を導出した。この規準量はバイアスを補正し
ているだけでなく、従来の Cp 規準よりも分
散が小さいものになっており、実際にはリス
ク関数の最小分散不偏推定量となっている。
数値実験の結果、ほとんどの場合、MCp 規準
でリッジパラメータを最適化した方が、Cp 規
準により最適化するよりも予測 MSEが小さく
なることがわかった。しかしながら、リッジ
回帰において、情報量規準を最小にする最適
なリッジパラメータは陽な形で求めること
ができず、最適解を求めるためには計算機に
よる繰り返し計算が必要となる。一方では、
リッジパラメータを説明変数の個数まで追
加した一般化リッジ回帰も提案されている。
この一般化リッジ回帰を多変量に拡張した。
リッジ回帰では LSEを一様に縮小しているの
に対し、一般化リッジ回帰では個々の変数ご
とに縮小する度合いが異なるため、リッジ回
帰より柔軟な縮小推定が行えると期待でき
る。多変量一般化リッジ回帰においても、リ
ッジパラメータ選択のための MCp規準を提案
した。この MCp 規準もリッジ回帰の場合と同
様に、バイアスを補正しているだけではなく、
分散も改善しており、リスク関数の最小分散
不偏推定量となっている。最適化を必要とす
るリッジパラメータが増加しているにもか
かわらず、Cp規準や MCp 規準を最小にするリ
ッジパラメータは陽な形で求めることでき
ることがわかった。また、Cp 規準で最適化し
たリッジパラメータは、分散共分散行列を既
知としたときの経験ベイズ法により得られ
た推定量に分散共分散の不偏推定量を代入
したものと一致することもわかった。さらに、
数値実験により、ほとんどの場合、MCp 規準
でリッジパラメータを最適化した方が、Cp 規
準により最適化するよりも予測 MSEが小さく
なることがわかった。一般化リッジ回帰で言
えば、予測 MSE を最小にするリッジパラメー
タが未知パラメータを含んだ形で陽にかけ
るため、それらの未知パラメータを推定量に
置き換えることで、情報量規準の最小化とは
異なった、リッジパラメータの最適化法が考



えられる。それらの最適化法は、単変量の場
合において、提案されていた。これら結果を
多変量に拡張し、新たなリッジパラメータの
最適化法を提案した。具体的には、予測 MSE
を最小にするリッジパラメータの未知回帰
係数行列と分散共分散行列に LSEと不偏推定
量を代入する方法、LSE ではなく、上記のリ
ッジパラメータを考慮した一般化リッジ回
帰推定量を代入したもの、その代入を無限回
繰り返したものの 3通りである。数値実験の
結果より、未知パラメータ行列が小さい場合
は無限回繰り返す方法が、未知パラメータ行
列が大きい場合は、従来の LSE を代入する方
法が予測 MSE を小さくすることがわかった。
平均的にみれば、MCp で最適化する方法が最
も良いこともわかった。 
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